
令和 7 年度三種町漁業振興計画策定支援業務 仕様書 

１．業務名 

三種町漁業振興計画策定支援業務 

 

２．業務の目的及び実施方針 

本業務は三種町における漁業振興計画の策定を行うものである。本業務の実施にあたり、効

果的な漁業振興計画を策定するべく、本町の漁業の実態を調査・把握し、問題点・課題を分析・

抽出した上でその解決策を体系的に取りまとめ、漁業振興計画の基礎とする。また、将来にわ

たる持続的な漁業の発展を目指し、目指す将来像を明示した上で、その実現に必要な施策も盛

り込むこととする。すなわち、短期的な視点による現行漁業の課題解決策と中・長期的な視点

による将来像の実現に要する施策の両面から検討を行い、両者の施策を適切に盛り込み、体系

的に取りまとめることを基本方針とする。 

 

３．業務の実施計画 

（１）町が設置する「三種町漁業振興計画検討委員会」の運営支援 

①会議資料（調査分析結果資料）を作成 

②三種町漁業振興計画検討委員会の開催 

・委員会は業務期間内で計３回開催する。各回の議事は以下を想定する。 

（第２回委員会） 

■議事１ 基礎調査及び分析結果の報告 

■議事２ 三種町の漁業の問題点・課題の抽出 

■議事３ 漁業振興方策（案）の提示 

（第３回委員会） 

■議事１ 漁業振興方策の策定に向けた意見の集約 

■議事２ とりまとめ報告 

 

（２）漁業振興計画策定に向けた基礎調査及び分析の実施 

①三種町の漁業の現状把握と課題の整理 

・三種町の漁業の現状として、以下の事項について統計資料、関係文献・資料等で情

報収集して整理するとともに、後述するヒアリング調査で三種町漁業の実態を把握

する。 

■地区漁業の構造（漁業経営体数、漁業就業者数、漁船隻数 等） 

■地区漁業の操業形態（漁期、基幹的な漁法、漁船規模、漁場利用の状況 等） 

■生産動向（生産量・金額の動向、基幹魚種等の資源・生産状況、漁場環境 等） 

■水産物流通・加工の動向（取引形態、主な出荷先、関連産業の展開状況 等） 

■漁協の現況（事業収支・財務、組合員・役職員等組織体制、事業内容 等） 

■漁家経営の現況（経営規模、経営形態、収支・財務、兼業状況、後継者 等） 

■水産基盤施設・漁業関連施設の立地及び運用状況 

■その他関係する事項 



・上記の基礎調査の実施結果を取りまとめ、問題点・課題を分析、抽出する。なお、

分析は、1)漁場環境・資源変動、2)漁業の担い手、3)水産物流通、4)漁家・漁協経

営、5)施設の再編・整備といった観点を基本とし、地域の漁業実態に応じて行うこ

ととする。 

②国・県等における漁業振興に係る上位計画等の整理 

・国や県、町の関係法令や事業制度、行政計画（総合計画や個別の産業振興計画関連、

防災計画や地域計画 等）等を確認し、漁業振興策の検討においては、これらの内容

との整合を取って進める。 

③漁業振興策の先行事例研究 

・県下及び他県における先行地域において、漁業振興策の取組状況について情報収集

し、当地区での振興策検討の基礎資料とする。 

④漁業者・漁協、関係団体等へのヒアリング調査の実施 

・上記①の実施にあたり、地元漁業者や漁協、関係団体等へのヒアリング調査を実施

し、より実態に即した詳細な情報を収集、整理する。 

（３）漁業振興計画（案）のとりまとめ 

①上記（２）に基づく漁業振興方策の検討及び漁業振興計画（案）のとりまとめ 

・上記（２）に基づく調査・分析・検討結果に基づき、当地区の漁業実態に即した実

効性の高い漁業振興方策の検討を行い、体系的に整理して計画（案）として取りま

とめる。 

・基本的に、上述の 5 つの分析視点から抽出した課題の解決策を振興方策として整理

するほか、将来的に目指す発展した姿の実現に向けた中長期的な方策も盛り込む。 

②漁業振興計画（案）の三種町漁業振興計画検討委員会での提示と協議 

・取りまとめた計画（案）を委員会で提示し、委員からの意見をいただいてブラッシ

ュアップする。 

③同委員会での協議結果を反映した漁業振興計画の策定 

・委員会でいただいた意見を反映して計画（案）の修正を行い、計画として策定する。 

（４）業務のとりまとめ、報告書の作成・提出 

①上記（１）～（３）までの業務実施結果のとりまとめ 

 ・上記（１）～（３）に示した実施事項について、その結果を取りまとめる 

②報告書の作成及び、発注者への提出 

・一連の業務成果を取りまとめた報告書を作成し、発注者へ提出する。 

 

４．実施スケジュール 

 本業務は令和 7 年度に実施するものとして、現時点では以下の工程を想定する。 

■業務の受発注手続き：令和 7 年 5 月 

■業務着手：令和 7 年 5 月 

■第 2 回委員会開催：令和 7 年 6 月～7 月  

基礎調査の実施及び課題の抽出：令和 7 年 5 月～6 月 

上位計画の整理、漁業共生・振興策先行事例の情報収集、漁業の問題点・課題の抽出 

漁業振興計画（案）の検討：令和 7 年 6 月～7 月 



■第 3 回委員会の開催：令和 7 年 10 月～11 月 

 委員会意見の反映及び振興計画の修正、最終版の確定 

■振興計画の策定、業務実施結果のとりまとめ、報告書及び完了届問う必要書類の作成・提

出：令和 8 年 3 月 

 

 


